
乳児家庭全戸訪問事業 

 

乳児家庭全戸訪問事業ガイドライン （案） 

１．事業目的  

○ 乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育ての孤立化を防ぐために、その居宅において

様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関する必要な情報提供を行うとともに、支援が

必要な家庭に対しては適切なサービス提供に結びつけることにより、地域の中で子ども

が健やかに育成できる環境整備を図ることを目的とした、広く一般を対象とした子育て

支援事業である。  

  

２．対象者  

○ 原則として生後 4 か月を迎えるまでの、すべての乳児のいる家庭を事業の対象とする。

ただし、生後４か月を迎えるまでの間に、健康診査等により乳児及びその保護者の状況

が確認できており、対象家庭の都合等により生後４か月を経過して訪問せざるを得ない

場合は対象として差し支えない。  

なお、次の家庭については訪問の対象としないことで差し支えないが、②③に掲げる

場合については、訪問の同意が得られないことや長期の里帰り出産等の状況自体が支援

が必要となる可能性を示すものとして、支援が特に必要と認められる家庭に準ずる家庭

と位置づけることとし、その後の対応については、「１０．ケース対応会議における支援

の必要性についての判断等」に基づき適切な対応を図ること。  

① 養育支援訪問事業の実施などにより、既に情報提供や養育環境の把握ができてい

る場合  

② 訪問の同意が得られず、改めて訪問の趣旨を説明し本事業の実施の働きかけを行

ったにもかかわらず同意が得られない場合  

③ 子の入院や長期の里帰り出産等により生後４か月を迎えるまでには当該市町村の

住居に子がいないと見込まれる場合 

 

３．訪問時期等  

○ 対象乳児が生後４か月を迎えるまでの間に１回訪問することを原則とする。ただし、

生後４か月を迎えるまでの間に、健康診査等により乳児及びその保護者の状況が確認で

きており、対象家庭の都合等により生後４か月を経過して訪問せざるを得ない場合は、

少なくとも経過後１か月以内に訪問することが望ましい。 

    なお、できる限り早期に訪問し支援を行うことが望ましいことから、市町村において

独自に早期の訪問時期を定めることが適当である。 

 

４．母子保健法に基づく訪問指導との関係   

○ 本事業はすべての乳児のいる家庭が対象であり、子育て支援に関する情報提供や養育

環境等の把握を行い、必要なサービスにつなげる事業である。一方、母子保健法に基づ

く訪問指導は、母子保健の観点から乳幼児のいる家庭を対象として、必要な保健指導等

を行う事業である。  

   このように、両事業は法的な位置づけや、第一義的な目的は異なるものの、いずれも

新生児や乳児がいる家庭へのサポートを行うものであり、密接な関係にある。このため、

-93-

TTDBX
新規スタンプ




